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＊大阪府では、平成20年より障がいのある方の思いを大切にし、府民の障がい者理解を深めていくため、大阪府が作成する文書等においてマイナスのイメージ
がある「害」の漢字をできるだけ用いないで、ひらがなで表記することとしています。
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特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援

するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高

め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うもので

ある。

また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅れのない

発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実

施されるものである。

さらに、特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障害の有無や

その他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の形成の基礎

となるものであり、我が国の現在及び将来の社会にとって重要な意味を持っている。

校長（園長を含む。以下同じ。）は、特別支援教育実施の責任者として、自らが特別支援

教育や障害に関する認識を深めるとともに、リーダーシップを発揮しつつ、次に述べる体制

の整備等を行い、組織として十分に機能するよう教職員を指導することが重要である。

また、校長は、特別支援教育に関する学校経営が特別な支援を必要とする幼児児童生徒の

将来に大きな影響を及ぼすことを深く自覚し、常に認識を新たにして取り組んでいくことが

重要である。

○特別支援教育の理念

○校長の責務

特別支援教育を実施するため、各学校において次の体制の整備及び取組を行う必要がある。

（１）特別支援教育に関する校内委員会の設置

（２）実態把握

（３）特別支援教育コーディネーターの指名

（４）関係機関との連携を図った「個別の教育支援計画」の策定と活用

（５）「個別の指導計画」の作成

（６）教員の専門性の向上

○特別支援教育を行うための体制の整備及び必要な取組

特別支援教育の推進
平成19年４月１日付け 文部科学省初等中等教育局長通知より抜粋



校内支援体制の構築

通級による指導を始める前に…

校内支援委員会

・校長、教頭

●支援教育コーディネーター

・首席

・学年主任、担任

・養護教諭

・分掌長

・人権教育推進委員長

・教育相談委員長

・通級指導担当者 など

支援教育コーディネーターの役割(例)

校内委員会、

ケース会議の運営・

情報収集

関係機関等の

情報収集・整理

担任、

教科担当者等への

支援

支援学校や

専門機関等へ

相談する際の

情報収集、連絡調整

校内研修の

企画・運営

保護者からの

相談窓口
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校長のリーダーシップのもと、全校的な支援体制を確立し、発達

障がいを含む障がいのある生徒の実態把握や支援方策の検討等を行

うため、校内に推進の核となる特別支援教育に関する委員会を設置

し、機能させることが必要です。「通級による指導」の実施にあ

たっては、指導担当者任せにしない校内全体でのシステムが求めら

れており、役割の明確化を図ることが重要となります。

校内支援委員会の設置

支援教育コーディネーターの役割

支援教育コーディネーターは保護者や関係機関に対する学校の窓

口として、また、学校内の関係者や福祉、医療等の関係機関との連

絡調整の役割を担います。学校全体で組織的な支援を行うためには、

教員間や関係機関との連携が重要であり、生徒・保護者からの相談

や、担任等の気づきから支援教育コーディネーターは担任等と連携

して情報を集約し、生徒の抱える困難さや必要と思われる支援を整

理するとともに、合理的配慮の検討を行います。

また、学校内外の関係者との連絡・調整役として、今後の支援に

ついて、複数の教員や機関で方針を共有することをめざします。

さらに、必要に応じて校内研修を企画・運営して教員の理解を深

めたり、校外の研修会や研究会の情報提供を行うことも役割の１つ

です。

□ 学習面や行動面で特別な教育的支援が必要な生徒に早期に気づく。

□ 特別な教育的支援が必要な生徒の実態把握を行い、学級担任の指導への支援方策を具体化する。

□ 保護者や関係機関と連携して、特別な教育的支援を必要とする生徒に対する個別の教育支援計画を作成する。

□ 校内関係者と連携して、特別な教育的支援を必要とする生徒に対する個別の指導計画を作成する。

□ 特別な教育的支援が必要な生徒への指導とその保護者との連携について、全教職員の共通理解を図る。

また、そのための校内研修を推進する。

□ 専門家*に判断を求めるかどうかを検討する。

なお、LD、ADHD、ASD等の判断を教員が行うものではないことに十分注意する。

□ 保護者相談の窓口となるとともに、理解推進の中心となる。

*大阪府教育庁では「高等学校支援教育力充実事業『専門家チーム』」を設置しており、特別支援教育に関する専門的知識・経験を有する
学識経験者等から生徒の障がいによる困難に関する判断や望ましい教育的対応等についての指導助言を受けることができます。
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関係機関との連携

生徒の能力や可能性を最大限伸ばし

ていくためには、一人ひとりの障がい

の状態や程度等の専門的な判断や個々

の障がいの特性に基づく適切な指導が

必要です。

指導・支援に当たっては、中学校か

らの引継ぎや専門的な教育を行ってい

る支援学校等と連携を図るとともに、

医療等の外部機関、地域の福祉・労働

等との連携が求められます。

生徒の支援内容等について、支援教

育サポート校や支援学校へ相談するこ

とができますので、活用手続きは管理

職に相談してください。

進路指導部

教務部

保健部

生徒指導部

進学・就職に関すること

履修に関すること生活指導に関すること

組織的な校内支援
困っている生徒を学校全体で支える

校内支援

支援教育サポート校

心と体の健康に関すること

自立支援推進校等から４校を指定。

支援学校と連携し、高等学校の支

援教育力向上をサポートする。

制

支援学校

障がいの状態や特性に応じた

指導・支援について助言。

研修等を通じて校内支援体制

の充実を図る。

連携

制福祉

制医療

制労働

連携

連携

連携

委員会

障害者差別解消法

「国連の『障害者の権利に関する条約』の締結に向けた国内法制度の整備の一環として、全ての国民が、障害の

有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を

理由とする差別の解消を推進することを目的として、平成25年6月、『障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律』（いわゆる『障害者差別解消法』）が制定され、平成28年4月1日から施行されました。」

「令和３年５月、同法は改正されました（令和３年法律第56号）。改正法は公布の日（令和３年６月４日）か

ら起算して３年を越えない範囲内において政令で定める日から施行されます。」 （内閣府ホームページより）

大阪府障がい者差別解消ガイドライン（第3版）

障がいを理由とする差別とは？

１不当な差別的取扱い

障がいを理由として、正当な理

由なく商品やサービス等の提供を拒

否したり、制限したり、条件を付け

たりすることで、権利利益を侵害す

ること。

2 合理的配慮の不提供

障がいのある人から何らかの配

慮を求める意思の表明があった場合

に、負担になりすぎない範囲で、社

会的障壁を取り除くために必要で合

理的な配慮を行わないこと。

３ その他、不適切な行為等

法上の差別の類型には該当しな

いが、障がいのある人に対する不適

切な発言や態度のあった事例を「不

適切な行為」と整理すること。

差別があったということについて

確認や判断ができないけれども、障

がいのある人が差別だと感じるよう

な事例を「不快・不満」と整理する

こと。

制中学校連携

専門家チーム

専門的見地から

指導助言を実施。

障がいを理由とする差別について府民の皆様の関心と理解を深めるため、何が差別に当たるのか、合理的配慮としてどのような措

置が望ましいのかなどについて基本的な考え方や具体的な事例等を記載したガイドラインを策定しました。

連携

＜概要＞ 1. 国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加

2. 事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供の義務化

3. 障害を理由とする差別を解消するための支援措置の強化

（例）



「基礎的環境整備」とは、合理的配慮の基礎となる環境整備です。「合理的配慮」の充実を図るうえで、「基礎

的環境整備」の充実は欠かせません。学校においては学級づくりや授業におけるユニバーサルデザイン*を充実さ

せることにより、すべての生徒が過ごしやすい環境をつくることが必要です。

＊ユニバーサルデザイン：バリアフリーは、障がいによりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であるのに対し、

ユニバーサルデザインは、あらかじめ、多様な人々が利用しやすいようデザインする考え方

（文部科学省 共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進より）

基礎的環境整備

「合理的配慮」とは、「障害のある子どもが、他の子どもと平等に『教育を受ける権利』を享有・行使すること

を確保するために、学校の設置者及び学校が必要かつ適当な変更・調整を行うことであり、障害のある子どもに対

し、その状況に応じて、学校教育を受ける場合に個別に必要とされるもの」であり、「学校の設置者及び学校に対

して、体制面、財政面において、均衡を失した又は過度の負担を課さないもの」と定義されています。

（文部科学省 共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進より）

「安心できる」集団づくり
〇違いを認め合う集団
〇失敗を認め合う集団
〇否定的にとらえない集団

「わかる」授業づくり
〇視覚化（見てわかる支援）
〇構造化（見通しのある授業）
〇協働化（言語活動の充実）

Aさんへの
合理的配慮

Bさんへの
合理的配慮

Cさんへの
合理的配慮

学校における基礎的環境整備

合理的配慮
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合理的配慮と基礎的環境整備の関係



高等学校における通級指導教室
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通級による指導を始める前に…

○指導形態
大部分の授業を通常の学級で受けながら、一部の授業について障がいに応じた特別の指導を特別な場で受ける。

通級による指導

個々の生徒の自立をめざし、障がいによる学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服するために必要
な知識、技能、態度及び習慣を養い、心身の調和的発達の基盤を培うため、一人ひとりに応じた指導を行い
ます。

○対象となる生徒
大阪府立高等学校における通級による指導は、当面の間、発達障がいやその特性のある生徒を対象としています。生徒・保

護者の希望や、学校生活での実態把握をとおして、通級による指導の対象となるかを総合的に判断します。通級による指導の
ための入学者選抜はありません。また、中学校等での通級による指導の経験や、医療機関等の診断書の有無は問いません。

○指導内容
障がいの特性による学習上・生活上の困難を主体的に改善・克服するために、支援学校の教育課程において特別に設けら

れた指導領域である「自立活動」に相当する指導を行います。特に必要がある場合は、障がいの状態に応じて各教科の内容
を補充するための特別の指導を行うことができるものの、単なる教科の遅れを補充するための指導はできません。

○通級による指導の実施形態
通級による指導の実施形態は「自校通級」、「他校通級」、「巡回指導」が考えられます。
いずれの実施形態の場合も、生徒が在籍する学校の校長が特別の教育課程の編成や単位認定を行います。

通級による指導の実施に当たっては、その担当教員が支援教育コーディネーター等と

連絡を取りつつ、生徒の在籍学級（他校通級の場合は、在籍高校の在籍学級）の担任

教員との間で定期的な情報交換や、助言を行う等の連携・協力をする。

通常の学級

A 高等学校

通常の学級
通級指導教室

(個別の指導)

通常の学級通級指導教室

移動
生徒が通う

移動

B 高等学校

C 高等学校

教員を派遣

【自校通級】
在学する学校で
指導を受ける

【他校通級】
他の学校に
定期的に通い、
指導を受ける

【巡回指導】
通級による指導の
担当教員が巡回し
て指導を行う

＊大阪府立高等学校では、当面の間、自校通級を基本としています
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○特別の教育課程の編成及び注意点
障がいの特性に応じた特別の指導を、高等学校の教育課程に加え、又は選択教科・科目の一部に替えることができます。
また、これらの指導に係る修得単位数は、年間７単位まで卒業認定単位に含めることができ、年度をまたぐことも可能で
す。
ただし、高等学校学習指導要領に規定する必履修教科・科目、総合的な探究の時間及び特別活動、専門学科におけるすべ

ての生徒に履修させる専門教科・科目及び総合学科における「産業社会と人間」については、通級による指導と替えること
はできません。

各学科に
共通する
必履修

教科・科目
(31単位)

総合的な
探究の
時間

(２単位)

選択教科・科目

(41単位)

障がい特性に
応じた

特別の指導

(年間７単位まで)

特別
活動

●加える場合の例（授業時数が増加）

放課後等、授業のない時間帯に実施

授業時数が増加

各学科に
共通する
必履修

教科・科目
(31単位)

総合的な
探究の
時間

(２単位)

選択教科・科目
(41単位)

特別
活動

障がい特性に応じた
特別の指導
(年間７単位まで)

●替える場合の例（授業時数が増加なし）

選択教科・科目等の授業に替えて実施

メリット
選択教科・科目の選択の妨げにならない

放課後や長期休業中の部活動や委員会活
動等に制限なく参加できる

デメリット 放課後や長期休業中に実施する場合、部
活動や委員会活動等との調整が難しい。
当該生徒の週当たりの授業時数が負担過
重とならないよう配慮することが必要で
ある

選択できなくなる教科・科目があるため、
進路選択に必要な教科・科目との調整が
必要である

省令等の改正により、平成30年度から高等学校等においても特別の教育課程を編成して、通級による指導を行

うことができるようになりました。

法的根拠

学校教育法施行規則第140条

小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校において、次の各号のいずれかに該当する児童又は

生徒（特別支援学級の児童及び生徒を除く。）のうち当該障害に応じた特別の指導を行う必要があるものを教育す

る場合には、文部科学大臣が別に定めるところにより、（ 中略 ）特別の教育課程によることができる。

一 言語障害者 二 自閉症者 三 情緒障害者 四 弱視者

五 難聴者 六 学習障害者 七 注意欠陥多動性障害者

八 その他障害*のある者で、この条の規定により特別の教育課程による教育を行うことが適当なもの

学校教育法施行規則第141条

前条の規定により特別の教育課程による場合においては、校長は、児童又は生徒が、当該小学校、中学校、義務

教育学校、高等学校又は中等教育学校の設置者の定めるところにより他の小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校又は特別支援学校の小学部、中学部若しくは高等部において受けた授業を、当該小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校又は中等教育学校において受けた当該特別の教育課程に係る授業とみなすことができる。

*肢体不自由、病弱及び身体虚弱
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＜特別支援学校学習指導要領における「自立活動」の６区分27項目＞

自立活動

区分 項目 観点（解説編より）

１ 健康の保持

⑴ 生活のリズムや生活習慣の形成に関すること
⑵ 病気の状態の理解と生活管理に関すること
⑶ 身体各部の状態の理解と養護に関すること
⑷ 障害の特性の理解と生活環境の調整に関すること
⑸ 健康状態の維持・改善に関すること

生命を維持し、日常生活を行うために必要な健
康状態の維持・改善を身体的な側面を中心とし
て図る

２ 心理的な安定

⑴ 情緒の安定に関すること
⑵ 状況の理解と変化への対応に関すること
⑶ 障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服する

意欲に関すること

自分の気持ちや情緒をコントロールして変化す
る状況に適切に対応するとともに、障害による
学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服
する意欲の向上を図り、自己のよさに気づく

３ 人間関係の形成

⑴ 他者とのかかわりの基礎に関すること
⑵ 他者の意図や感情の理解に関すること
⑶ 自己の理解と行動の調整に関すること
⑷ 集団への参加の基礎に関すること

自他の理解を深め、対人関係を円滑にし、集団
参加の基盤を培う

４ 環境の把握

⑴ 保有する感覚の活用に関すること
⑵ 感覚や認知の特性についての理解と対応に関すること
⑶ 感覚の補助及び代行手段の活用に関すること
⑷ 感覚を総合的に活用した周囲の状況についての把握と

状況に応じた行動に関すること
⑸ 認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関すること

感覚を有効に活用し、空間や時間などの概念を
手掛かりとして、周囲の状況を把握したり、環
境と自己との関係を理解したりして、的確に判
断し、行動できるようにする

５ 身体の動き

⑴ 姿勢と運動・動作の基本的技能に関すること
⑵ 姿勢保持と運動・動作の補助的手段の活用に関すること
⑶ 日常生活に必要な基本動作に関すること
⑷ 身体の移動能力に関すること
⑸ 作業に必要な動作と円滑な遂行に関すること

日常生活や作業に必要な基本動作を習得し、生
活の中で適切な身体の動きができるようにする

６ コミュニケー
ション

⑴ コミュニケーションの基礎的能力に関すること
⑵ 言語の受容と表出に関すること
⑶ 言語の形成と活用に関すること
⑷ コミュニケーション手段の選択と活用に関すること
⑸ 状況に応じたコミュニケーションに関すること

場や相手に応じて、コミュニケーションを円
滑に行うことができるようにする

通級による指導では、個々の生徒の実態に応じて指導目標や具体的な指導内容を定めた「個別の指導計画」を作

成し、それに基づいて「自立活動」に相当する指導を行います。

自立活動は特別支援学校学習指導要領において定められている指導領域であり、人間としての基本的な行動を遂

行するために必要な要素と障がいによる学習上又は生活上の困難を改善・克服するために必要な要素で構成されて

おり、それら代表的な要素である27項目が６つの区分に分類・整理されています。これらの内容はそのすべてを取

り扱うのではなく、一人ひとりの生徒の実態に応じて必要な項目を選定し、それらを相互に関連付けて具体的な

「指導内容」を設定することが重要です。

自立活動は身辺自立や社会的自立をめざすだけではなく、本人が精一杯取り組む中で最大限の力を発揮すること

が大切です。

特別支援学校 高等部学習指導要領 第６章 自立活動

第１款 目標

個々の生徒が自立を目指し、障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服するために必要な

知識、技能、態度及び習慣を養い、もって心身の調和的発達の基盤を培う。

＊「自立活動」の指導は、学校の教育活動全般を通じて行われるものであり、通級による指導における目標を

全教員と共有するとともに、各教科、行事、部活動等の指導を通じて適切に行う必要があります。
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自立活動実践事例

生徒の中で、それぞれがどのように
影響しあっているのだろうか？

この課題が解決すれば、別の
課題の改善も期待できそうだ！

中心となる課題に関する
区分の項目は何だろう？

それらの項目と関連する
他の項目はないだろうか？

選定した項目を関連づけて
具体的な指導内容を考えよう。

健康の保持 心理的な安定 人間関係の形成 コミュニケーション環境の把握 身体の動き

○学習上又は生活上の困難やこれまでの学習状況から・・・

○高校卒業後を想定して・・・

○「自立活動」の内容の区分に即して・・・

卒業までに育みたい力

課題関連図の作成

優先する指導目標の設定

指導目標を達成するために
必要な項目の選定

ステップ１

ステップ２

ステップ３

ステップ４

指導内容の設定ステップ５

詳細な実態把握が
出発点！

実態把握

すでにできていること 支援があればできること

めざす生徒の姿から、
今、優先して指導する
ことは何だろう？

予定の期間内で
達成可能だろうか？

＊連続性のある学びを保障し、通常の学級における授業とのつながりが大切であることから中高連絡協議会や引継ぎ会、
アンケート等を活用し、中学校での取組みやその生徒への指導・支援の履歴についても把握します

通級による指導の目標・内容設定のプロセス

（例）

事例①

・自分の1日の行動を可視化して、実現可能な
スケジュールが立てられているかを考える
・スケジュール管理するための様々なツールを試し、
自分に最適なものを探す

行動の優先順位とスケジュール管理の意識づけ 自立活動
の区分

・健康の保持

・心理的な安定

予定や時間の管理がうまくでき

ず、スケジュール過多となり、生

活習慣が乱れたり、体調を崩し

たりする

・物事の優先順位を考える

・自分に合ったスケジュール管理の

方法を知る

どのような生徒？ どのような学習が必要？ 具体的な学習内容例

事例②

・自分がどのような時に困るか、また、解決するため
にはどうすればよいかについて、自分の気持ちを
書き出す
・困ったときに相手に伝える方法や内容を考え、グ
ループワーク等で実践する

困ったときに周りにヘルプメッセージを発する 自立活動
の区分

・健康の保持

・人間関係の形成

困ったことがあったときに、それを

周りに伝えられず、一人で悩ん

で混乱し、感情のコントロールが

できなくなる

・自分が困ったときに、どうすれば落ち着

いて行動することができるのかを知る

・他者にヘルプメッセージを伝える方法

を考える

どのような生徒？ どのような学習が必要？ 具体的な学習内容例

事例③ 友人との円滑なコミュニケーションの取り方を学ぶ 自立活動
の区分

・人間関係の形成

・コミュニケーション

・学校生活や社会生活で実際に想定される課題
や場面をイメージしながら必要なソーシャルスキ
ルトレーニングをする

他者とのコミュニケーションににが

て意識があるため、友人関係に

広がりがない

・他者とのコミュニケーションの取り方を

考える

・トラブルの対処法などを知る

どのような生徒？ どのような学習が必要？ 具体的な学習内容例



行動観察

入 級 希 望

アセスメント（実態把握）

入 級 決 定

「個別の指導計画」の作成

通級による指導の実施

評価・単 位認定

退 級

指導時間帯の希望等

○学級担任や授業担当者と連携し、

通常の学級等での様子の観察や、

通級による指導の成果等を把握

○生徒の成長をふまえ、一定期間ごと

に目標やてだての見直しを図る

○「個別の指導計画」の目標達成度を評価し、

達成していることが認められれば、単位認定

生徒・保護者からの聞き取りなど

指導時間帯（授業時間中・放課後等）

指導内容例など

通級による指導の説明

○指導を終了する場合

高校生活への不安や困っていることについて、

学級担任を中心に、高校生活支援カードや、

中学校等からの引継内容、授業担当者等との

情報共有により把握

通級による指導の実施の流れ（例）
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生徒・保護者・中学校等への周知

【生徒・保護者に対して】

学校のホームページや学校説明会、合格者説明会等の機会を活用し、通級による指導の目的や内容を説明して

いくことが必要です。小中学校からの学びの連続性を一層確保しつつ、生徒一人ひとりの教育的ニーズに即した

適切な指導及び必要な支援を提供するという観点から実施されるものであるという趣旨をふまえながら、指導内

容等についても説明を行います。

【中学校等に対して】

通級による指導の実施にあたっては、そのねらいや指導内容について理解を得るとともに、生徒のニーズをふ

まえた適切な進路指導や支援内容の引継ぎがなされることが重要です。学校説明会やオープンスクール等の機会

を通じて、高等学校における「通級による指導」の趣旨をふまえた理解啓発を行う必要があります。

指導の見直し



評価・単位認定

個別の指導計画における通級による指導の目標が、通級による指導の時間に加え、通常の授業等での対象生徒の

変容等もふまえたうえで、十分に達成できたと学校長が判断した場合に単位認定を行うことになります。

授業記録 授業ふり返り 通常の学級での変化
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高等学校学習指導要領（平成30年告示）

高等学校における単位習得の認定について、１単位時間を50分とし、35単位時間の授業を１単位として計算

することを標準とし、その成果が教科及び科目の目標からみて満足できると認められる場合には、その各教科・

科目について履修した単位を修得したことを認定しなければならない。

○生徒の発言や行動に関して毎
時間の様子を観察・記録し、
授業態度だけでなく生徒の成
長過程も評価する

○担任、教科担当、学年主任等
からもHRや授業の様子を聞
き取り、教育活動全体を通じ
て評価する

○授業目標に対する生徒の自己
評価を蓄積し、評価する

＊評価は文章表記とし、評定の記載はしない。

＊指導要録への記載

様式１（学籍に関する記録）裏面の「各教科・科目等の修得単位数の記録」の総合的な探究の時間の次に「自立活動」の欄を設けて修得単位数の計を記載する。

様式２（指導に関する記録）の「総合所見及び指導上参考となる諸事項」の欄に、通級による指導を受けた学校名、通級による指導の授業時数及び指導期間、
指導の内容や結果等を記載する。

通級指導教室の環境整備

校内で比較的静かな場所に通級指導教室を設置することで、外部からの音や視覚的な刺激を軽減するととも

に、注視や傾聴しやすいよう配色や掲示、備品の配置などに留意が必要です。また、衝動を抑えきれずに行動

したり、興奮した場合に落ち着きを取り戻せる等安全性を十分考慮した空間を確保しておくことが大切です。

具体例
・集中して学習に取り組めるようカーテンや衝立を活用する

・見通しをもてるようカレンダーや行事予定、教室でのルールを掲示し、視覚化する

・学習に集中できない生徒のため、壁向きに机を設置する

・グループでの活動が必要な場合に活用できるスペースを確保する

・各種カードやタブレット、書籍、プリントを保管し、いつでも使えるようにしておく

・気持ちを落ち着かせるためのクールダウンスペースを設置する

・バランスボールやバランスクッション、マット等の協調運動に必要なものを用意する など
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生徒指導の展開

通級による指導のスタート

生徒の困っていることの根幹にあるものが障がいの特性によるものなのか、他の要因も関係しているのか、

学校での様子や中学校等からの引継ぎ資料も活用し、整理することが必要です。家庭や中学校等とも連携し、

生徒の行動面だけでなく、取り巻く環境を含めて多面的にアセスメントすることが重要です。

実態把握

発達障がいと
その可能性のある生徒

認知面・知的発達に
課題のある生徒

愛着面に課題のある生徒・
虐待が起因している可能性

〇学習内容の定着が難しい

〇「わからないこと」がわかっていない

（メタ認知ができていない）

〇集中できる時間が極端に短い

〇教科全般の理解が難しい

〇暴力・ネグレクト・心理的虐待等が起因した行動

〇愛着関係の課題が起因すると考えられる対人関係の諸問題

（愛着確認の行動・反社会的行動など）

〇学習における「読み・書き・計算等」の

特定分野に困難さがある

（「できる・できない」の差が大きい）

〇行動における多様性・衝動性・不注意が顕著

〇対人関係における他者視点に立つことや

状況理解に困難さがある

〇学習や日常生活場面での動作のぎこちなさや

左右の手足の協調運動の困難さがある



生徒・保護者へのアプローチ

生徒によっては、自己理解を十分にできていないことで、指導・支援の必要性を感じられず、特別な指導を

受けることに抵抗を感じてしまう場合があります。心理的負担について配慮しながら、「通級による指導」に

よらない支援を行う中で、生徒自身がその支援について有用な支援だと実感することが大切です。すぐに結論

を求めず、将来的に「通級による指導」につながるよう、柔軟な決定のプロセスや相談体制の構築を行います。

指導にあたっては、生徒、保護者のニーズや意向を十分に考慮したうえで、「通級による指導」の目的や内

容、評価、履修、個人情報の扱い等に関する説明を行い、合意形成を図ってください。

個別の教育支援計画・個別の指導計画
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候補となる対象生徒の決定

発達障がいやその可能性のある生徒について、早期に校内支援委員会にて支援教育コーディネーターを中心

に対象となる生徒の実態や学習、行動、生活における教育的ニーズの把握に努め、高校生活支援カード等を活

用しつつ、通級による指導の対象となりうるかを協議します。

生徒の困りに寄り添い、通級による指導による生徒の変容を教員間で共通認識するなど、通常の学級での汎

化を意識した指導が重要です。

高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説「総則編」

障害のある生徒などについては、家庭、地域及び医療や福祉、保健、労働等の業務を行う関係機関との連携を図

り、長期的な視点で生徒への教育的支援を行うために、個別の教育支援計画を作成し活用することに努めるととも

に、各教科・科目等の指導に当たって、個々の生徒の実態を的確に把握し、個別の指導計画を作成し活用すること

に努めるものとする。特に、通級による指導を受ける生徒については、個々の生徒の障害の状態等の実態を的確に

把握し、個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成し、効果的に活用するものとする。

独立行政法人国立特殊教育総合研究所『「個別の教育支援計画」の策定に関する実際的研究』17頁（平成18年）より
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○作成の留意点・活用の効果

個別の教育支援計画 個別の指導計画

概要

生徒・保護者の願い、障がいによる困難な
状況、支援の内容、生育歴、相談歴など、
生徒に関する事項について、生徒・保護者
を含めた関係機関（教育・福祉・医療・労
働）で情報共有するためのツール

生徒の実態に応じて適切な指導を行えるよ
う、一人ひとりの指導目標、指導内容及び
指導方法を明確にしたもの

作成の
留意点

各ライフステージにおいて、様々な人や機
関が関わることから、これまでの生育過程
や学習内容等をふまえ、保護者や関係機関
を含んだ複数の視点から生徒を把握したう
え、将来の自立をみすえた長期的な視点を
もって作成する

一人ひとりの状況に応じた指導を行う通級
指導において、課題の整理、指導目標の設
定、指導内容の明確化、指導方法の検討に
より、一貫した支援をするとともに指導結
果の把握ができるよう作成する

活用の
効果

保護者や関係機関と多面的、多角的に生徒
の情報を共有することで、情報が蓄積し、
将来をみすえた支援についてよりよく考え
ることができる

指導の経過が把握でき、生徒に対する計画
的、継続的な指導ができる

《個別の指導計画の目標設定（例）》

長期目標（年間） 短期目標（学期）
主な

自立活動
の区分

関連する
自立活動
の区分

スケジュールや物の管理が
うまくできるようになる

自分に合った管理方法を見つけ、
見通しを持つ

１ ２・６

整理整頓やプランニングなどの
実行機能力を高める

プリントの整理や部屋の片づけの
段取りについて、

自分が取組みやすい方法を見つける
１ ２・４

ストレスをうまくコントロールする
スキルが使えるようになる

ストレス時の対処方法を検討し、
対処の幅を広げる

２ ３・４

自分の得意やにがてがわかり、
必要な環境調整ができる

にがてに対する対処法を検討し、
より力が発揮しやすい方法を

獲得する
２・４ ６

自己理解を深め、
必要な支援を

自ら求められるようになる。

自分のことを客観的に表現する
言葉を知り、自分のにがてを、
程度の分類もしながら整理する

２・６ ４

対人関係スキルを学び、
適切な自己表現ができるようになる

困った時のヘルプの出し方について、
具体的な表現方法を蓄積する

３・６ ４

《自立活動の６区分》

１.健康の保持 ２.心理的な安定 ３.人間関係の形成 ４.環境把握 ５.身体の動き ６.コミュニケーション

個別の教育支援計画は、教育課程の編成について、全教員が共通理解をするための大切な情報となります。

また、個別の指導計画を作成する（指導内容・指導方法）際の材料となるものであり、個別の指導計画で設定

された目標に基づいて評価及び単位認定を行います。
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○引継ぎ

校内の引継ぎは、担任や教科担当者が進級時に次の担当者へ確実に引き継ぎます。

進路先への引継ぎは、個人情報保護の観点に留意しつつ、支援教育コーディネーター等が、引き継ぐ内容を生

徒・保護者と共有したうえで、生徒・保護者から進路先へ引き継ぎます。

目標に対して、どこまで達成できたのか、今後の課題は何かを引き継ぐことで継続した支援が可能となります。

また、進学や就職により、場所や人、活動内容など、大きな環境変化で不安が生じる可能性があることから、

生徒や保護者の不安に寄り添うとともに、特に、環境変化に伴う想定される困難さについて検討し、スムーズな

移行に向け、本人・保護者のニーズや特性等への必要な配慮や支援を進路先に伝えます。

○見直し

計画作成後も実施状況を適宜評価し、改善を図っていくことが不可欠です。

指導や支援の実践に際しては計画(Plan)→実践(Do)→評価(Check)→改善(Action)のサイクルによる見直し

を行いながら、適切な指導や必要な支援を進めていくことが大切です。

Plan

計画

Do

実行

Check

評価

Action

改善

PDCAサイクル

○実態把握
○課題の共有
○目標設定
○指導内容の決定

○通級による指導
○指導の記録

○目標達成の確認
○通常の学級における
生徒の変容や汎化

○次学期の指導目標や
指導内容の検討
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＜通級による指導実践事例＞

＜資料＞
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通級による指導実践事例

通級による指導のスタート
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〇教職員の気づきシート
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〇行動観察等によるアセスメントシート



〇高校生活支援カード
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〇個別の教育支援計画



支援を受けている関係機関名、
主な担当者・連絡先などを明記
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面談等で生徒や保護者の思いや願いを十分に把握するよう努める。
生徒や保護者の思いを受け止めることが何より大切です。

生徒や保護者の願いをもとに、「支援の目標」や、その目標
を達成していくために考えられる主な支援内容、活動をわかり
やすく記入します。
また、担任だけでなく、支援に関わる複数の教員が協力して

考え、校内支援委員会などで検討することも必要です。

-32-



-33-



-34-

〇個別の指導計画(通級用)



〇通級による指導の年間計画表
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「自立活動」の校内名称



〇通級による指導記録表
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「自立活動」の校内名称



＜根拠法令＞

〇学校教育法第81条

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322AC0000000026

〇学校教育法施行規則140条・141条

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322M40000080011

○特別支援学校学習指導要領等（平成29年４月公示・平成31年２月公示）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main/1386427.htm

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/law_h25-65.html

○特別支援教育の推進について（通知）

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/044/attach/1300904.htm

〇学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の公布について（通知）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/1387824.htm

○大阪府障がい者差別解消ガイドライン 第３版

https://www.pref.osaka.lg.jp/keikakusuishin/syougai-plan/sabekai_guideline.html

＜参考文献＞

●障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/1340250_00001.htm

●初めて通級による指導を担当する教師のためのガイド

文部科学省 初等中等教育局 特別支援教育課（令和２年３月）

https://www.mext.go.jp/tsukyu-guide/index.html

●改訂第３版 障害に応じた通級による指導の手引 文部科学省編著（2018）

●高等学校教員のための「通級による指導」ガイドブックおさえておきたいQ＆A

独立行政法人 国立特別支援教育総合研究所（令和２年３月）

http://www.nise.go.jp/nc/report_material/research_results_publications/specialized_research

●高等学校教員のための「通級による指導」ガイドブックおさえておきたい８つの課題と課題解決のための10のポイント

独立行政法人 国立特別支援教育総合研究所（平成30年３月）

http://www.nise.go.jp/nc/report_material/research_results_publications/specialized_research

●平成30年度文部科学省「発達障害に関する教職員等の理解啓発・専門性向上事業」発達障害に関する通級による指導

担当教員等専門性充実事業 成果報告書 大阪府教育庁（2019）

http://www.pref.osaka.lg.jp/shienkyoiku/koukou-tsukyu/index.html

●高校生活支援カード及び大阪府立高等学校個別の教育支援計画について

大阪府教育庁教育振興室高等学校課

http://www.pref.osaka.lg.jp/kotogakko/seishi/seikatusiken.html

●『高校で学ぶ発達障がいのある生徒のための社会参加をみすえた自己理解～「よさ」を活かす指導・支援～』

大阪府教育委員会編著 ジアース教育新社（2020）

●『高校で学ぶ発達障がいのある生徒のための明日からの支援に向けて』

大阪府教育委員会編著 ジアース教育新社（2012）

●『高校で学ぶ発達障がいのある生徒のための共感からはじまる「わかる」授業づくり』

大阪府教育委員会編著 ジアース教育新社（2012）

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322AC0000000026
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322M40000080011
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main/1386427.htm
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